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第Ⅰ区分

第Ⅱ区分

第Ⅲ区分

第Ⅳ区分

高等教育の修学支援新制度の

対象校として認定されています。

1年次 （本校における令和7年度予定費用より換算）

入学金・授業料・教育充実費・実習費・学納金以外（教科書代・実習服等）

《授業料減免》

※自宅生モデル

《給付型奨学金》

対象要件を満たし本制度に採用されると

以下の支援が受けられます。

最大

120万
減免・給付

最大

80万
減免・給付

最大

40万
減免・給付

第Ⅰ区分
授業料減免・給付型奨学金

第Ⅱ区分
授業料減免・給付型奨学金

第Ⅲ区分
授業料減免・給付型奨学金

進学資金シミュレーターとは

必要事項を入力することで、進学のための資金計画を立てる際のシミュレーションをすることが

できるWebサイトです。

https://shogakukin-simulator.jasso.go.jp/

600万程度  40,000円 147,500円

約300万 106,700円 393,400円

約380万   53,400円 196,700円

世帯所得の目安
減免額（年額）

入学金 授業料

約270万
※住民税非課税世帯

 160,000円 590,000円【第Ⅰ区分】

【第Ⅱ区分】

【第Ⅲ区分】

【第Ⅳ区分】

約380万  12,800円
（年額153,600円）

25,300円
（年額303,600円）

600万程度 9,600円
（年額115,200円）

19,000円
（年額228,000円）

約270万
※住民税非課税世帯

38,300円
（年額459,600円）

75,800円
（年額909,600円）

約300万 25,600円
（年額307,200円）

50,600円
（年額607,200円）

世帯所得の目安
給付月額

自宅生 自宅外

【第Ⅰ区分】

【第Ⅱ区分】

【第Ⅲ区分】

【第Ⅳ区分】

最大

29万
減免・給付
※多子世帯

第Ⅳ区分
授業料減免・給付型奨学金

入学金

25万円

授業料

73万円

教育充実費

19万円

学納金以外

16万円

【第Ⅰ区分】

負担額

13万円

減免額

75万円

給付額

45万円

負担額

53万円

減免額

50万円

給付額

30万円

負担額

93万円

減免額

25万円

給付額

15万円

負担額

104万円

減免額

18万円

給付額

11万

学びたい気持ちを応援する
高等教育修学支援制度について

【第Ⅱ区分】

【第Ⅲ区分】

【第Ⅳ区分】



25

第Ⅰ区分

第Ⅱ区分

第Ⅲ区分

第Ⅳ区分

北保での修学サポート制度

本校は高等教育修学支援制度の対象校です。 ※金額は令和6年度実績です。(単位：円)

奨学金(借入れ) 保育士修学資金

予約申込み
（高校在学）

○ ×

入学後申込み ○ ○

指定要件
△

(種別により要件あり)
△

(学校推薦基準)

給付型奨学金 授業料減免

１年目 1年目 1年目

459,600 750,000 1,209,600

2年目以降 2年目以降 2年目以降

459,600 590,000 1,049,600

１年目 1年目 1年目

307,200 500,100 807,300

※自宅通学生 2年目以降 2年目以降 2年目以降

307,200 393,400 700,600

※世帯年収の目安 １年目 1年目 1年目

【4人世帯、 153,600 250,100 403,700

生計維持者2人】 2年目以降 2年目以降 2年目以降

153,600 196,700 350,300

１年目 1年目 1年目

115,200 187,500 302,700

2年目以降 2年目以降 2年目以降

115,200 147,500 262,700

併用利用
可

※差額基準あり
可

※差額基準あり
可

可
※差額基準あり

返還義務
(留年・退学等)

学校処分が、退学・除
籍・無期停学又は3ヶ
月以上停学の場合、
学業不振に正当な理
由がない場合は、返
還義務あり

なし あり

卒業後、保育士として5
年間継続勤務することで
返還義務免除。中途退学
の場合は返還義務あり

高等教育の修学支援新制度

○

○
(高校卒業後２年間まで可)

○
※(世帯年収ほか)

支給(減額)
年額

第Ⅰ区分

第Ⅱ区分

約270万

約300万 第二種奨学金
20,000～120,000

※第一種奨学金については
　第Ⅲ,Ⅳ区分のみ借入れ可

能
(入学後要相談)

入学準備金
200,000以内

月額50,000以内
×2年間

就職準備金
200,000以内

計1,600,000

※20名程度の採用

第Ⅲ区分

第Ⅳ区分

約380万

600万程度


